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第１章 長崎県地域医療構想について 
 
（１）長崎県地域医療構想の概要 

 
 全国的に出生数の減少が続く中、特に人口流出が多い本県は、このままでは人口減少が急

速に進み、都市部での活力の低下、離島やへき地での過疎化などの問題がさらに顕著になる

ことが予想されています。また、全国に比べ高齢化の進行が早く、医療、介護サービスのニ

ーズはますます増加することが見込まれています。 
こうした中、医療や介護を取り巻く状況をみてみると、地域の医療を支えている医師や看

護職員等の医療人材、訪問看護・介護等に携わる人材の不足と都市部への偏在が深刻となっ

ており、また、認知症高齢者、単身や夫婦のみの高齢者世帯の増加による、地域における介

護力の低下なども大きな問題となっています。 
団塊の世代が 75歳以上となる 2025年（平成 37年）には、県民の３人に１人が 65歳以
上の高齢者になると予想されており、このままではこれらの問題がさらに深刻になることは

明らかです。このため、これから約 10 年の間に、将来においても医療や介護などの社会保
障制度が持続できるよう、人材や財源など限られた資源を可能な限り効率的かつ効果的に活

用するという視点にたち、医療や介護を支える体制を構築していく必要があります。「地域医

療構想」は、地域の実情を十分に踏まえたうえで、具体的なデータに基づいて、将来の医療

提供体制の「あるべき姿」を描いたものであり、行政、医療機関、介護関係者はもちろんの

こと、県民全体が認識を一つにして、その実現を目指すことが求められます。 
 国は、平成 26 年６月に「地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するための関
係法律の整備等に関する法律」（以下、「医療介護総合確保推進法」という。）を制定し、都道

府県が「地域医療構想」を策定し、効率的かつ効果的な医療提供体制の構築を推進すること、

また、医療と介護が一体となって、住みなれた地域で住まいや在宅医療、介護サービスを切

れ目なく提供する体制（以下、「地域包括ケアシステム」という。）の確保を図ること、そし

て国と県が地域医療介護総合確保基金（以下、「基金」という。）を設置し、安定的な財源の

確保を行うこととしました。 
効率的かつ効果的な医療提供体制の構築のためには、現在の医療の実態を分析することが

不可欠です。このため、国は、入院医療について、診療内容等のデータの分析を行い、診療

内容に応じた機能区分や、在宅医療等で対応するべき患者の推計方法を定めました。これに

より、将来の人口構造の変化の見通しを踏まえたうえで、地域ごと、患者の状態ごとに、入

院及び在宅医療等で対応すべき患者数（以下、「医療需要」という。）の推計を行うこととな

りました。 
 地域医療構想は、医療計画で定める二次医療圏を基本として、将来の医療需要の推計結果

から、今後の目指すべき方向性となる機能区分ごとの「必要病床数」を導き出したうえで、

地域の実情を反映したあるべき医療提供体制と、それを実現するための施策を示すものです。

策定にあたっては、各医療圏において、医療、介護関係者を中心として、地域の実情や、具
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体的な課題について、多様な意見を伺い、構想に反映したところです。また、策定手順につ

いては、国の「地域医療構想策定ガイドライン」（平成 27年３月）を参考にしています。 
 なお、地域医療構想は、医療法において医療計画の一部と定められています。平成 25 年
３月に策定した現行の医療計画は、平成 30 年３月までをその計画期間としており、同年４
月からの新たな医療計画策定の際には、その一部として組み込まれることになります。また、

地域医療構想の実現にあたっては、医療と介護が一体となって取り組む必要があることから、

次期医療計画と同時に改定される「長崎県老人福祉計画・長崎県介護保険事業支援計画」（以

下「県老人福祉介護計画」という。）と十分に整合性を図ることとしています。 
 

（２）地域医療構想に定める内容 
 
地域医療構想は医療法第３０条の４に基づき都道府県が策定します。地域医療構想には、

次の事項を記載することとなっています。 
・2025年（平成 37年）における医療需要の推計 
・2025年において必要となる病床数をはじめとする目指すべき医療提供体制 
・目指すべき医療提供体制を実現するために必要となる施策 

 
（３）地域医療構想の策定手順と地域医療構想調整会議 

 
県では、地域医療構想の目標となる 2025年（平成 37年）に向けて、各地域において、構
想を実現するための課題や施策、病床の調整など医療提供体制のあり方を話し合う場として

「地域医療構想調整会議」（以下「調整会議」という。）を設置しました。 
調整会議は、構想策定前の平成 27年７月に設置し、平成 28年５月まで、最大３回、各地
域において開催し、多くの意見をいただきました。委員の意見のほか、パブリックコメント

による意見の聴取などを経て、策定いたしました。 
 

 
 

 
体制の整備 

構想区域の設定 

医療提供体制の検討 

医療需要の推計 

必要病床数の推計 

施策の検討 

国の支援ツールにより、医療需要を推計し、各

区域の調整会議で説明、意見を伺う 

調整会議における議論、意見の取りまとめ 
・地域の課題等について抽出 
・患者の流出、流入状況の確認 
・必要となる施策の協議 
・地域医療構想への意見の反映 
 

地域医療構想調整会議の設置 

国のガイドラインによるプロセス 対応する県の動き 

地域医療構想策定 
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  地域医療構想は医療計画の一部であることから、医師会等の診療又は調剤に関する団体を

はじめ、医療審議会、市町、保険者協議会の意見を聴き策定しています。 
なお、調整会議は、地域医療構想の策定前と策定後で役割が異なります。策定後は、医療

法第 30条の 14に規定された「協議の場」として、構想の実現のために、定期的に開催する
こととなります。 

 
【図】調整会議の委員構成 

  
 
【図】調整会議の策定前と策定後の役割の整理 

 

 
（４）将来の医療需要の推計方法 
  
ア）「医療需要」の範囲 

 
地域医療構想では、将来の「医療需要」を推計し、記載します。「医療需要」とは、特に付

記がない限り、入院患者の数と、在宅医療等が必要な患者数の合計です。医療需要のうちの

入院患者数から、将来の「必要病床数」を推計します。 
なお、ここでいう「在宅医療等」とは、地域医療構想策定ガイドラインにおいて次のとお

・郡市医師会（郡市医師会長、病院代表、有床診療所代表） 
・郡市歯科医師会、薬剤師会支部、看護協会支部の代表 
・国立・公的病院等（国立病院機構、大学病院、企業団、市立病院、地方独立行政法人等） 
・介護関係者（介護事業者、社協、施設協議会、専門員協議会等） 
・市町（介護保険事業担当部局） 
・保険者（保険者協議会） 
・保健所長、学識経験者（大学教授等） 
※県全体会は、既存の保健医療対策協議会企画調整部会委員のほか、医師会、歯科医師会、薬剤
師会、看護協会各会長、病院関係団体代表、介護施設協議会代表、保険者代表を追加 
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り定義されています。 

 

 すなわち、自宅以外の施設等で受ける医療及び訪問看護等の一部の介護保険によるサービ

スを含め、「在宅医療等」といいます。 
 
地域医療構想の対象となる医療需要は、病院及び診療所（歯科診療所を含む）（以下、「医

療機関」という）における「一般病床」と「療養病床」の入院患者から推計しているほか、

在宅医療等の医療需要として、訪問診療を受けている患者、介護老人保健施設のサービス受

給者を含んでいます。 
医療需要を算定するための患者数や医療実態などの基礎データについては、「推計ツール」

という形で、国が一括して提供し、これを基にして、県が推計作業を行いました。地域医療

構想における医療需要や必要病床数の推計方法は、医療法施行規則第 30条の 28の３に定め
られています。 

 
イ）医療需要の分析のために利用したデータ 
 
病院や診療所の一般病床では、がんなどの難しい手術を受けたばかりの患者、自宅に戻る

ためにリハビリテーションを受けている患者、骨折の治療のため一時的な入院が必要な患者

など、その実態は多様です。このため、一般病床の入院患者について、下記のデータを活用

することで、その実態を詳しく分析して、患者の診療内容ごとに機能を分けてその人数を推

計しています。 
 
【表】医療需要を推計するために利用したデータ 

用途 データの種類 内容 
NDBデータ 「NDB」とはレセプト情報・特定健診等情報データベースの呼称。

国が医療保険者等から収集して一括管理している診療報酬明細書（レ

セプト）等のデータベース。 
DPCデータ 救急医療等を行う急性期の医療機関の多くで導入されている包括支

払システム（「DPC」）における、診療内容等の調査データ。 
公費負担医療 「医療費の動向」から 
医療扶助受給者数 「生活保護の医療扶助受給者数」から 
分娩数 「人口動態調査」から 
労働災害入院患者数 「労働災害入院レセプト数」から 

入院の医療

需要の推計 
（一部在宅

医療等を含

む） 

自賠責保険入院患者数 「自賠責保険請求データ」から 
介護老人保健施設サー

ビス受給者数 
「介護給付費実態調査」から 在宅医療等

の医療需要

の推計 訪問診療患者 「生活保護の患者の訪問診療受給者数」から 
人口 住民基本台帳年齢階級別人口（平成 25年度） 
将来人口 国立社会保障・人口問題研究所 性・年齢別将来推計人口 

「在宅医療等とは、居宅、特別養護老人ホーム、養護老人ホーム、軽費老人ホーム、有料老人ホ
ーム、介護老人保健施設、その他医療を受ける者が療養生活を営むことができる場所であって、
現在の病院・診療所以外の場所において提供される医療を指す。」 
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ウ）病床機能報告制度と機能区分 

 
 地域医療構想では、実際に入院患者がどのような医療を受けているか、前述のデータを利

用して将来の医療需要などの分析を行いますが、これと比較するため、医療機関の現状の把

握が必要です。このため、どのような病床の機能を担っているのか、医療機関は毎年度、都

道府県に報告を行うことになりました。これを「病床機能報告制度」といいます。 
 医療機関からの報告は、入院患者を次の４つの機能区分に分けて行うことになります。こ

の報告は、診療報酬明細書などのデータに基づくものではなく、病棟ごとに医療機関が自主

的に判断し、一つだけ選んで報告することになっています。それぞれの機能区分について、

病床機能報告における説明を中心に示すと、次のとおりです。 
 
高度急性期 
  急性期の患者に対して、状態の早期安定化に向けて、診療密度が特に高い医療を提供す

る機能。具体的には、救命救急病棟、集中治療室、ハイケアユニット、新生児集中治療室、

新生児治療回復室、小児集中治療室、総合周産期集中治療室などで行われる医療をイメー

ジしてください。 
急性期 
  急性期の患者に対して、状態の早期安定化に向けて、医療を提供する機能。 
具体的には、高度急性期の状態を脱して、回復期へ移行する前の患者であり、回復期へ

向けて患者の日々の状態が徐々に改善している期間の医療を提供する機能です。 
回復期 
急性期を経過した患者への在宅復帰に向けた医療やリハビリテーションを提供する機能。 
特に、急性期を経過した脳血管疾患や大腿骨頸部骨折等の患者に対し、ＡＤＬ（日常生

活における基本的な動作を行う能力）の向上や在宅復帰を目的としたリハビリテーション

などを集中的に提供する機能（回復期リハビリテーション機能）です。ただし、リハビリ

テーションを提供していなくても「急性期を経過した患者への在宅復帰に向けた医療」を

提供している場合も含みます。 
慢性期 
  長期にわたり療養が必要な患者を入院させる機能。 
 具体的には、長期にわたり療養が必要な重度の障害者（重度の意識障害者を含む）、筋ジ

ストロフィー患者又は難病患者等を入院させる機能です。 
 
エ）医療需要の推計方法 

 
地域医療構想における医療需要は、2013 年度（平成 25 年度）の診療報酬データ等に基
づいて推計を行っています。患者への診療行為を診療報酬の出来高数（以下、「医療資源投

入量」という。）でとらえ、その点数によって入院患者の状態を分けることとします。 
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国による診療報酬データの分析結果によれば、一般病床における患者は、入院日数の経過

につれて、患者に対して行われる診療行為が少しずつ減っていく傾向がみられます。 
具体的には、一般病床において、医療資源投入量 3,000点以上の患者を高度急性期、3,000
点未満で 600点以上の患者を急性期、600点未満で 225点（実際は退院調整等の期間を見
込み 175点）以上の患者を回復期の医療需要として推計します。また、225点（実際は 175
点）未満の患者は、在宅医療等で対応可能として、在宅医療等の医療需要として推計します。  
なお、この推計方法の考え方は、あくまで二次医療圏単位での推計方法であり、個別の医

療機関における機能ごとの病床数の計算方法とは異なります。このため、病床機能報告にお

ける病棟の機能を選択する基準となるものではありません。 
（留意事項） 
※看護体制等の差を反映する「入院基本料」については、診療内容の差が適切に反映されないため、
含まれていません。 
※回復期リハビリテーション病棟入院料については、「回復期」として算定します。 
※障害者施設等入院基本料、特殊疾患病棟入院料及び特殊疾患入院医療管理料については「慢性期」
とします。 
 

【表】各機能区分の境界点の考え方 

 
※厚生労働省「地域医療構想策定ガイドライン検討会」資料から引用 
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【図】機能区分ごとの境界点のイメージ 
  入院後、日数の経過に伴い、医療資源投入量は逓減していきます。 

  
※厚生労働省「地域医療構想策定ガイドライン検討会」資料から引用 
 
こうして医療資源投入量に応じて分類された入院患者の年間延べ数（人）を 365 日で割
ることで、１日あたりの入院患者数を算出します。これを性年齢別人口で割り、人口階層ご

との入院受療率を構想区域ごとに算定したうえで、将来の推計人口を乗じて、将来の医療需

要を算定しています。 
療養病床の患者については、医療資源投入量による分析が困難であるため、これまでの国

による分析の結果から、在宅医療等で対応可能な患者が一定数存在するとして推計を行いま

す。具体的には、療養病床の患者のうち、最も医療の必要度が少ない「医療区分１」に分類

されている患者の 70％を在宅医療等の医療需要として計算します。そのうえで、全国的に
みると都道府県間で療養病床の人口あたりの利用者の割合（療養病床の入院受療率）に大き

な差があることから、これを縮小するため、患者が多い地域はさらに在宅への移行を進める

こととします。 
また、在宅医療等で対応する患者については、こうした一般病床、療養病床から移行する

と推計された患者に加え、現在、訪問診療を受けている患者、介護老人保健施設の入所者を

基に推計をしています。 
 
【図】医療需要の推計方法まとめ 
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オ）療養病床の入院受療率の調整 
 
 療養病床から在宅医療等で対応する患者の推計にあたっては、各都道府県で異なる療養病

床の入院受療率（地域差）を可能な限り平準化していくことになっています。その計算方法

は、医療区分 1の 70％の患者を除いたうえで、入院受療率が全国で最も低い水準を目標とす
るパターン A、中間値を目標とするパターン B、パターン Bの目標年度を 2030年に延期す
るパターンC（特例）のいずれかから選択することになります。 
 本県は療養病床の入院受療率が高い県であり、また、離島をはじめ人材、施設などの受け

皿となる在宅医療等の環境整備が十分でない地域が多く、準備するために十分な時間が必要

であるため、在宅医療等へ移行する患者の将来推計数が最小となる「パターンC（特例）」を
用いて推計を行うこととします。しかし、パターンCの適用には条件があり、慢性期病床の
減少幅が大きく（条件１）、かつ高齢者の単身世帯割合が全国平均より高い（条件２）構想区

域のみに適用が可能であるため、該当しない区域はパターンBを適用しています。 
  
【表】構想区域ごとの療養病床の入院受療率の地域差解消パターンの適用 
 構想区域 パターン 条件１に該当 

（慢性期の減少率）
条件２に該当 

（単身世帯割合の割合） 
特例適用の
可否 

長崎 パターンC ○ ○ ○ 
佐世保県北 パターンC ○ ○ ○ 
県央 パターンB ○ × × 
県南 パターンC ○ ○ ○ 
五島 パターンB × ○ × 
上五島 パターンB × ○ × 
壱岐 パターンC ○ ○ ○ 
対馬 パターンB × ○ × 

  
カ）患者の流出と流入 

 
診療報酬データのうち、国民健康保険、後期高齢者医療保険制度については、患者の住所

地が分かるため、実際に受療した医療機関の所在地との比較により、地域の患者がどこに入

院しているかが分かります。これにより、患者の現在の受療動向が分かりますので、将来も

変わらずこの受療動向が続くかどうか、地域において検討する必要があります。 
例えば、A区域で病院の機能の強化（医師の増員、医療機器の整備等）が予定されていれ
ば、B区域に流出している患者が、A区域の病院で入院することになるかもしれません。ま
た、A区域の病院よりも B区域の病院が近ければ、構想区域に関係なくA区域からB区域
の病院へ入院する患者が多くなる傾向があります。 
地域医療構想においては、この流出入の状況を構想区域間、都道府県間で調整したうえで、

最終的な医療需要を推計することになっています。 
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（留意事項） 
※被用者保険（全国健康保険協会管掌健康保険、共済組合など）は患者住所地が不明のため、国民
健康保険、後期高齢者医療保険制度の分布割合により按分しています。 

 
【図】患者の流出入のイメージ 

 
 

【図】地域医療構想策定ガイドラインに示された調整フォーマットとその説明 

 

 
将来の流出入が変化する大きな要素が現時点でなければ、原則として「医療機関所在地」

の医療需要を基にして、将来の必要病床数を推計します。このため、特に記載がない場合、

「医療需要」は「医療機関所在地」の医療需要のことであり、「必要病床数」は「医療機関所

在地」の医療需要を基にして推計することとします。 
なお、将来の流出入を左右する要素については、調整会議の議論を踏まえたうえで、地域

医療構想の見直しにあたって適切に反映することとします。 
 

（５）将来の必要病床数の推計方法 
 
 医療需要を基にして、将来の必要病床数を推計します。医療需要を全国の病床の平均的な

稼働率で除すことで、必要病床数を推計します。 

この区域に居住する患者が全て
当該区域の医療機関で入院した
と仮定した場合の医療需要 

患者住所地の医療需要 

この区域に居住する患者の現在の動向を踏まえた医療需要 
・区域外に入院している患者（流出）を除く。 
・区域に入院している区域外に居住する患者を加える（流入） 

将来の医療提供体制の整備状況を勘案
し、流出と流入を調整した後の医療需要

医療機関所在地の医療需要 
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必要病床数を算定するための病床稼働率は、 
   高度急性期 75%  急性期 78%  回復期 90%  慢性期 92％  
 とされています。 
 

（６）構想区域の設定 
 
ア）構想区域の設定 
 
地域医療構想では、厚生労働省令において「二次医療圏を基本として、人口構造の変化の

見通しその他の医療の需要の動向並びに医療従事者及び医療提供施設の配置の状況の見通し

その他の事情を考慮して、一体の区域として地域における病床の機能の分化及び連携を推進

することが相当であると認められる区域を単位として設定する」ものとされています。 
 本県は、長崎、佐世保県北、県央医療圏それぞれに大規模な病院が多く立地しています。

また、その他の圏域においては、県と関係市町で構成する一部事務組合である「長崎県病院

企業団」（以下、「企業団」という。）が運営する病院が、地域での拠点的な病院となっていま

す。また、現状の受療動向を分析すると、急性心筋梗塞、脳卒中など、発症後すぐに治療が

必要な疾患については、それぞれの医療圏における完結率が高く、ある程度医療圏で対応で

きている状況といえます。また、離島の医療圏については、特に圏域外への依存度が大きく

なっていますが、その地理的特性から圏域間の移動が困難な地域であり、可能な限り医療圏

での医療提供体制の充実を目指していくべき地域です。 
このため、今回の地域医療構想においては、構想区域は、医療計画の二次医療圏と同じ区

域とします。 
 
【表】構想区域の構成市町 

構想区域 構成市町 

長崎区域 長崎市・西海市・長与町・時津町 

佐世保県北区域 佐世保市・平戸市・松浦市・佐々町 

県央区域 諫早市・大村市・東彼杵町・川棚町・波佐見町 

県南区域 島原市・雲仙市・南島原市 

五島区域 五島市 

上五島区域 新上五島町・小値賀町 

壱岐区域 壱岐市 

対馬区域 対馬市 

医療需要 
（1日あたりの入院患者） 

 
÷

病床稼働率 
（一日の終了時点の患者数＋そ

の日の退院患者数）÷病床数 

 
＝ 必要病床数 
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【表】国民健康保険・後期高齢者医療制度に基づく疾患ごとの受療動向（平成 25年度）n=176,965 

 
※医療計画作成支援データブックより。診療報酬「一般入院基本料」の動向から分析。 
 
イ）特に検討した事項 

 
離島の構想区域においては、このままのペースで人口の減少が続けば、二次医療圏として

医療体制を維持することが困難になる可能性があります。また、本土においては、地域高規

格道路の新設、延伸計画等の道路事情の改善が進んでおり、将来の受療動向に影響を与える

可能性があります。こうした区域については、特に具体的なデータ等を分析したうえで、検

討を行いました。 
 

対馬区域 

壱岐区域 

佐世保県北区域 

上五島区域 

五島区域 
長崎区域

県央区域

県南区域
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【参考】医療計画における医療圏見直しの基準 

 
 
【図】県央区域と県南区域（市町村合併前市町を表示） 

 
※全国都道府県別市町村合併新旧一覧図（国土交通省 国土地理院）から引用 

 
Ⅰ）県南区域 
 
人口が 20万人を下回り、流出が 20％を超えています。県央区域に地理的に近接している
地域から、県央区域への流出が多くみられます。また、南島原市から諫早インターチェンジ

を結ぶ高規格道路である「島原道路」の整備が行われています。完成すれば、島原市から諫

早インターチェンジまで 34 分となり、島原半島のほぼ全域から、県央の長崎医療センター
まで緊急車両により 60分圏内で結ばれることになります。 
 

【医療計画における医療圏見直しの基準】H24.3.30 国通知 
人口規模が 20万人未満であり、且つ、二次医療圏内の病院の療養病床及び一般病床の推計流入入院患
者割合（以下「流入患者割合」という。）が 20％未満、推計流出入院患者割合（以下「流出患者割合」
という。）が 20％以上となっている既設の二次医療圏については、入院に係る医療を提供する一体の区
域として成り立っていないと考えられるため、設定の見直しについて検討することが必要である。なお、
設定の見直しを検討する際は、二次医療圏の面積や基幹となる病院までのアクセスの時間等も考慮する
ことが必要である。 
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【図】県南区域の患者の入院先医療機関所在地（疾患別） 

 
※平成 25年度国民健康保険・後期高齢者医療制度に基づく動向（厚生労働省） 

 
また、構成３市の受療動向を分析すると、地理的に県央区域に近接する雲仙市は、県央区

域への流出が特に多い傾向がみられます。県央の消防本部管轄区域以外の２町（旧瑞穂町、

旧国見町）からも、一定の流出があります。 
しかし、南島原市は、ほとんどの地域で 8 割以上が県南区域の医療機関に入院しており、
島原市も９割程度が島原市の医療機関に入院しています。 
 
【図】雲仙市の胃がん患者の入院先医療機関所在地（合併前旧町別） n=1,749 
 （県央区域への地理的近接順） 

 
※平成 26年度国民健康保険に基づく動向（長崎県国民健康保険連合会からのデータを県医療政策課が加工） 
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【図】南島原市の胃がん患者の入院先医療機関所在地（合併前旧町別） n=2,323 
 （島原市への地理的近接順） 

 
※平成 26年度国民健康保険に基づく動向（長崎県国民健康保険連合会からのデータを県医療政策課が加工） 

 
【図】長崎区域と佐世保県北区域及び県央区域の東彼杵郡３町 

 
※全国都道府県別市町村合併新旧一覧図（国土交通省 国土地理院）から引用 

 
Ⅱ）長崎区域 
   
区域の北部に位置する西海市から、佐世保市への流出が多くなっています。長崎市と佐世

保市を結ぶ高規格道路「西彼杵道路」は、佐世保市と西海市間が先行して整備されています。

また、西海市の消防の管轄区域は佐世保市消防局に属しており、救急搬送は主に佐世保県北
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区域へ搬送されています。また、西海市内においても、合併前の旧町域別に受療動向が大き

く異なっています。 
 
【図】長崎区域の患者の入院先医療機関所在地（市町別） 
（一般入院基本料）               （療養病棟入院基本料） 

 
※平成 25年度国民健康保険・後期高齢者医療制度に基づく動向（厚生労働省） 

 
【図】西海市の胃がん患者の入院先医療機関所在地（合併前旧町別） n=1,744 

 
※平成 26年度国民健康保険に基づく動向（長崎県国民健康保険連合会からのデータを県医療政策課が加工） 

 
Ⅲ）県央区域 
 
 県央区域には大きな病院がありますが、大村市、諫早市に多く、東彼杵郡からのアクセス

がやや悪いため、隣接する佐世保市や佐賀県嬉野町の医療機関への流出がみられます。 
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【表】県央区域の受療動向（入院基本料） 

 
※平成 25年度国民健康保険・後期高齢者医療制度に基づく動向（厚生労働省） 

 
【図】佐世保県北区域の北部 

 
※全国都道府県別市町村合併新旧一覧図（国土交通省 国土地理院）から引用 

 
Ⅳ）佐世保県北区域 
 
 区域の北部に位置する松浦市は、大きな病院がある佐世保市より隣接する佐賀県伊万里市

が近いため、市の東部から一定の入院患者の流出がみられます。また、福島町、鷹島町は、

佐賀県との架橋があるため、流出が大きくなっています。 
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【図】松浦市の胃がん患者の入院先医療機関所在地  n=1,461 

 
※平成 26年度国民健康保険に基づく動向（長崎県国民健康保険連合会からのデータを県医療政策課が加工） 
 
Ⅴ）上五島区域 
  
人口減少が急速に進んでおり、平成 37 年には２万人を切ると推計されています。また、
構成２町の結びつきが弱く、新上五島町は長崎区域への流出が、小値賀町は佐世保県北区域

への流出が多くみられます。 
 
【図】上五島区域の胃がん患者の入院先医療機関所在地（市町別） n=1,401 

 
※平成 26年度国民健康保険に基づく動向（長崎県国民健康保険連合会からのデータを県医療政策課が加工） 


